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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第68期
第３四半期
連結累計期間

第69期
第３四半期
連結累計期間

第68期

会計期間

自　平成27年
　　４月１日
至　平成27年
　　12月31日

自　平成28年
　　４月１日
至　平成28年
　　12月31日

自　平成27年
　　４月１日
至　平成28年
　　３月31日

売上高 (百万円) 92,377 101,375 123,492

経常利益 (百万円) 19,107 17,869 23,025

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 14,005 13,690 17,155

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 13,980 14,050 16,809

純資産額 (百万円) 122,857 135,115 125,720

総資産額 (百万円) 201,834 214,580 206,492

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 380.14 371.35 465.57

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 379.87 371.13 465.25

自己資本比率 (％) 60.8 62.8 60.8
 

 

回次
第68期
第３四半期
連結会計期間

第69期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自　平成27年
　　10月１日
至　平成27年
　　12月31日

自　平成28年
　　10月１日
至　平成28年
　　12月31日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 149.37 139.02
 

(注)１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及びその子会社（以下、当社グループという）が営む事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年12月31日）におけるわが国経済は、平成29年４月実

施が予定されていた消費税率10％への引上げ時期の延期が決まったことや、政府・日銀による各種政策効果に加

え、個人の消費マインドに持ち直しの動きが見られるなどにより、景気は緩やかな回復基調が続きました。一

方、中国をはじめとするアジア新興国や資源国などの海外経済の不確実性の影響や、米国の大統領選結果や利上

げに伴う為替相場の急激な変動もあり、先行きへの不透明感が高まりました。

ジェネリック医薬品業界におきましては、平成27年６月末に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針

2015（以下、骨太の方針2015）」において、ジェネリック医薬品の数量シェア目標として、「平成29年央に70％

以上とするとともに平成30年から32年度末までの間のなるべく早い時期に80％以上とする」ことが掲げられたこ

とを受け、平成28年４月には、保険薬局における「後発医薬品調剤体制加算」とＤＰＣ制度（ＤＰＣ／ＰＤＰ

Ｓ）における「後発医薬品指数」の要件見直し、医療機関における「後発医薬品使用体制加算」の指標見直しに

加え、院内処方を行う診療所における「後発医薬品使用体制」に関する評価の新設（外来後発医薬品使用体制加

算）、一般名処方の一層の推進等のジェネリック使用促進策を含む診療報酬改定が実施されたことから、薬局市

場のみならず、病院市場や診療所市場においてもジェネリック医薬品の需要が伸長しました。

しかしながら、その一方で、薬価に関しては、既収載ジェネリック医薬品の薬価が３つに集約された影響や、

新規収載ジェネリック医薬品の薬価がさらに引き下げられたこと等が相まって、当期の収益環境は一段と厳しい

ものとなりました。

このような厳しい環境におきましても、当社グループは、「なによりも患者さんのために」の企業理念のも

と、中期経営計画「Ｍ１　ＴＲＵＳＴ　２０１８（以下、中計）」に掲げた各施策の実現に取り組んでまいりま

したが、骨太の方針2015の中で新たな数量シェア目標が打ち出されたことを受けて、今後の市場予測の修正とそ

れに伴う設備投資計画の一部前倒し、並びに米国市場向けの製品開発スケジュール早期化に伴う研究開発投資計

画の見直し等が生じたことから、中計を修正し、その概要を８月に発表しました。

生産・供給体制面においては、設備投資計画の一部前倒しに加え、今後の安定供給体制をより確かなものとす

るため、７月より、全国６工場の主に製剤・包装等の業務を担う有期雇用社員約700名を、勤務地と業務を限定し

た新しい無期雇用社員（名称：工場正社員）へ転換すると共に、工場正社員の新規採用を拡大することとしまし

た。工場の主戦力である有期雇用社員の無期雇用化を推進し、社員が長く活躍できる雇用環境を提供すること

で、より高度な知識と技術を持つ優秀な人材の確保と人材育成を行ってまいります。また、９月に、製剤を中心

とする現三田工場の隣接地に、新たに包装専用の三田西工場が竣工したことで、全国７つの工場それぞれの特徴

を活かした最適な製造工程の選択による生産効率のアップと生産能力の拡大が可能となりました。
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製品開発・販売面においては、６月に、『オランザピン細粒１％「サワイ」』を含む５成分９品目の新製品を

発売し、９月には、『エスエーワン®配合ＯＤ錠Ｔ20 / 配合ＯＤ錠Ｔ25』の販売を開始し、12月には『ボセンタ

ン錠62.5mg「サワイ」』を含む６成分９品目の新製品を発売しました。また、海外事業の基盤構築に向けた取り

組みを加速するため、米国市場向け製品の研究開発にも注力しており、米国食品医薬品局（ＦＤＡ）へ申請・受

理されたピタバスタチン錠に続き、２品目目となる選択的β３アドレナリン受容体作動性過活動膀胱治療剤ミラ

ベグロン錠を申請し、９月に受理されました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は101,375百万円（前年同期比9.7％

増）、営業利益が17,897百万円（前年同期比7.4％減）、経常利益が17,869百万円（前年同期比6.5％減）、親会

社株主に帰属する四半期純利益が13,690百万円（前年同期比2.2％減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

資産につきましては、当第３四半期連結会計期間末における流動資産は132,158百万円となり、前連結会計年度末

に比べ3,678百万円増加いたしました。これは主に、受取手形及び売掛金が11,548百万円、たな卸資産が5,119百万

円増加したこと及び現金及び預金が13,079百万円減少したことによるものであります。固定資産は82,422百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ4,409百万円増加いたしました。これは主に、建物及び構築物が5,133百万円増加し

たことによるものであります。

この結果、総資産は214,580百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,088百万円増加いたしました。

 
負債につきましては、当第３四半期連結会計期間末における流動負債は50,068百万円となり、前連結会計年度末

に比べ10百万円減少いたしました。これは主に、支払手形及び買掛金が1,572百万円、短期借入金が1,535百万円増

加したことと、未払法人税等が3,058百万円減少したことによるものであります。固定負債は29,396百万円となり、

前連結会計年度末に比べ1,296百万円減少いたしました。これは主に、1,225百万円の長期借入金の流動負債への振

替によるものであります。

この結果、負債合計は、79,464百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,307百万円減少いたしました。

 
純資産につきましては、当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は135,115百万円となり、前連結会計年

度末に比べ9,395百万円増加いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上13,690百万円、

剰余金の配当4,792百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は62.8％（前連結会計年度末は60.8％）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は下

記のとおりとなっております。

 

① 基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひ

いては株主共同の利益を継続的に確保、向上していくことを可能とするものである必要があると考えています。

当社は、昭和23年の設立以来、「なによりも患者さんのために」という企業理念に基づく医薬品事業を推進し、

健康生活を願う国民の皆様の期待に応えるため、経済性に優れた高品質の医薬品の製造販売を続けることにより、

ジェネリック医薬品メーカーとしての社会的責任を果たしてまいりました。当社の企業価値の源泉は、ジェネリッ

ク医薬品メーカーにとって最も重要とされる３つの要素「品質」、「安定供給」、「情報提供」において、他の追

随を許さないレベルを維持する経営ノウハウであると考えており、医療機関・流通各社からも最高レベルの定評を

いただき、毎年多品目の新製品を上市し販売しております。
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当社は、当社株式の大規模買付等であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを

一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的に

は株主全体の意思に基づき行なわれるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大規模買付等の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

規模買付等の行為について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供

しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資するものとは認められないものも少なくありません。当社株式の

買付を行う者が上記の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社としては、当社株式の大規模買付等を行おうとする者が現れた場合には、当該大規模買付者に対して積極的

に情報提供を求め、当社取締役会の意見及び理由をすみやかに開示し、株主の皆様が適切に判断できるよう努める

とともに、必要に応じて会社法その他関係法令の許容する範囲内において適切な措置を講じてまいります。

　

② 基本方針実現のための取組み

当社は、上記の基本方針実現のために、次の３点に取り組んでまいります。

a.中期経営計画並びに中長期ビジョンの達成

平成27年度から始まる３年間の中期経営計画として策定した中期経営計画（修正版）「Ｍ１ ＴＲＵＳＴ ２０

１８」並びに、中長期ビジョンである「2021年３月期までに売上高2,000億円達成」を目指し、掲げた諸施策を確

実に実施することで企業価値の向上を図ります。

中期経営計画（修正版）「Ｍ１　ＴＲＵＳＴ　２０１８」では以下の３つを基本方針としております。

Ａ. ジェネリック市場におけるNo.1シェアの堅持

Ｂ. ジェネリックシェア80％時代に対応した安定供給能力とコスト管理能力の強化

Ｃ. 更なる成長に向けた新規領域の事業基盤の構築

b.コーポレート・ガバナンス体制のさらなる強化

経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、意思決定の迅速化・効率化を図るため、執行役員制度を導入し

ております。更なる内部統制の整備強化を進め、企業価値の着実な向上に努めます。

c.株主還元

将来の企業価値向上に資する研究開発や設備投資など新たな成長につながる投資と株主還元のバランスに配慮

するとともに、毎期の連結業績、配当性向、その他の株主還元策等を総合的に勘案しながら、配当性向30％を目

処に、安定的かつ継続的な配当を行うことを株主還元の基本とし、株主共同の利益の継続的確保・向上を図りま

す。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の当社グループにおける研究開発費の総額は7,092百万円であります。　

 

(5) 従業員数

　① 連結会社の状況

当社グループは、平成28年７月１日付で全国６工場にて主に製剤・包装等の業務を担う有期雇用社員を対象

に、勤務地と業務を限定した新しい無期雇用社員（名称：工場正社員）へ転換を実施しております。これを主

な理由として、当第３四半期連結累計期間において従業員数が953名増加（前連結会計年度末比64.0％増）し、

2,443名となっております。

　

　② 提出会社の状況

当社は、①に記載の理由に伴い、当第３四半期累計期間において従業員数が954名増加（前事業年度末比

65.7％増）し、2,407名となっております。

 
(6) 主要な設備　

前連結会計年度末において建設中であった当社三田西工場（兵庫県三田市）が平成28年９月に竣工いたしまし

た。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,600,000

計 77,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,167,988 38,167,988
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は、
100株であります。

計 38,167,988 38,167,988 ― ―
 

(注) 提出日現在発行数には、平成29年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

   該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

─ 38,167 ─ 27,170 ─ 27,494
 

 

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式(自己保有)

― ─
1,299,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

368,558 ─
36,855,800

単元未満株式
普通株式

―
一単元（100株）
未満の株式12,688

発行済株式総数 38,167,988 ― ―

総株主の議決権 ― 368,558 ―
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が39株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
沢井製薬株式会社

大阪市淀川区宮原
五丁目２番30号

1,299,500 ─ 1,299,500 3.40

計 ― 1,299,500 ─ 1,299,500 3.40
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 33,096 20,017

  受取手形及び売掛金 31,775 43,324

  電子記録債権 4,516 4,382

  商品及び製品 26,805 29,742

  仕掛品 14,097 14,063

  原材料及び貯蔵品 14,766 16,981

  繰延税金資産 2,591 2,263

  その他 844 1,401

  貸倒引当金 △13 △18

  流動資産合計 128,479 132,158

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 27,272 32,405

   機械装置及び運搬具（純額） 21,500 24,927

   土地 9,282 9,294

   リース資産（純額） 1,401 1,317

   建設仮勘定 9,196 3,919

   その他（純額） 3,188 3,619

   有形固定資産合計 71,843 75,483

  無形固定資産 1,496 1,600

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,200 4,738

   長期前払費用 147 269

   その他 348 352

   貸倒引当金 △21 △21

   投資その他の資産合計 4,673 5,338

  固定資産合計 78,013 82,422

 資産合計 206,492 214,580
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 17,701 19,273

  電子記録債務 4,475 5,408

  短期借入金 1,665 3,200

  リース債務 272 268

  未払金 17,707 16,459

  未払法人税等 3,720 662

  賞与引当金 1,748 751

  役員賞与引当金 66 18

  返品調整引当金 57 57

  売上割戻引当金 1,668 2,252

  その他 995 1,715

  流動負債合計 50,079 50,068

 固定負債   

  社債 20,000 20,000

  長期借入金 6,864 5,639

  リース債務 1,036 837

  繰延税金負債 87 249

  退職給付に係る負債 35 29

  長期預り金 2,132 2,184

  その他 535 455

  固定負債合計 30,692 29,396

 負債合計 80,771 79,464

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 27,167 27,170

  資本剰余金 27,799 27,803

  利益剰余金 75,973 84,871

  自己株式 △6,006 △6,006

  株主資本合計 124,934 133,839

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 605 964

  その他の包括利益累計額合計 605 964

 新株予約権 180 312

 純資産合計 125,720 135,115

負債純資産合計 206,492 214,580
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 92,377 101,375

売上原価 52,589 60,923

売上総利益 39,788 40,451

販売費及び一般管理費 20,457 22,553

営業利益 19,331 17,897

営業外収益   

 受取配当金 96 101

 受取補償金 41 134

 その他 66 64

 営業外収益合計 204 301

営業外費用   

 支払利息 192 180

 社債発行費 109 －

 売上債権売却損 46 40

 減価償却費 24 72

 その他 55 37

 営業外費用合計 427 329

経常利益 19,107 17,869

特別利益   

 負ののれん発生益 841 －

 特別利益合計 841 －

特別損失   

 減損損失 331 －

 固定資産除却損 39 145

 特別損失合計 370 145

税金等調整前四半期純利益 19,578 17,723

法人税、住民税及び事業税 5,457 3,700

法人税等調整額 115 331

法人税等合計 5,573 4,032

四半期純利益 14,005 13,690

親会社株主に帰属する四半期純利益 14,005 13,690
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 14,005 13,690

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △24 359

 その他の包括利益合計 △24 359

四半期包括利益 13,980 14,050

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 13,980 14,050
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【注記事項】

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日)

減価償却費 5,085百万円 6,279百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 2,023 55 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 2,027 55 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
 

(注) 平成27年６月25日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、持株会信託（従業員持株会信託型ＥＳＯＰ）

に対する配当金３百万円を含めておりません。これは持株会信託が所有する当社株式を四半期連結財務諸表に

おいて自己株式と認識しているためであります。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 2,396 65 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

平成28年11月10日
取締役会

普通株式 2,396 65 平成28年９月30日 平成28年12月７日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第３四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

当社及び連結子会社の行う事業は、製品の種類、性質、製造方法及び市場等の類似性を考慮した結果、医療用医

薬品の製造及び販売を行う製薬事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　　当第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

当社及び連結子会社の行う事業は、製品の種類、性質、製造方法及び市場等の類似性を考慮した結果、医療用医

薬品の製造及び販売を行う製薬事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 380円14銭 371円35銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 14,005 13,690

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（百万円）

14,005 13,690

　普通株式の期中平均株式数（千株） 36,842 36,867

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 379円87銭 371円13銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） － －

　普通株式増加数(千株) 26 21

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注)株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

前第３四半期連結累計期間 14,533株　　当第３四半期連結累計期間 　―　株
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２ 【その他】

第69期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当については、平成28年11月10日開催の取締役会に

おいて、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

① 配当金の総額 2,396百万円

② １株当たりの金額 65円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

沢井製薬株式会社(E00976)

四半期報告書

16/17



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月13日

沢井製薬株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   原 田 大 輔       印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   松 本     学       印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沢井製薬株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沢井製薬株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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